
The Japan Association for Social Informatics

NII-Electronic Library Service

The 　Japan 　Assooiation 　for 　Sooial 　工nformatios

論　説

情報技術 に よる組織変革
Organizational　Transformation　by　InfQrmation　Technology

キ
ー

ワ
ー ド

情報 技術 、組織、相互作用、変革、ネ ッ ト ワ
ー

ク 東京都立科学技術大学 島田　達巳

1， 経営組織 と情報技術

　（1） 情報技術 の 影響

　情報技 術の 急速な進歩、お よ び適用業務 の 拡大

に よ り、情報 シ ス テ ム の 役割 は 著 し く増 大 し変化

を遂げた 。 す なわ ち 、情報 シ ス テ ム ぽ 、今 日で は

単な る デ ータ処理の 範 囲を超え、経営戦略や 業務

（ビ ジ ネ ス ） プ ロ セ ス の 領域に も及ん で い る 。 こ

の よ うな情報 シ ス テ ム の 範囲の 拡大は 、垂 直的な

側面 とし て は 、伝統的な情報 シ ス テ ム ラ イ フ サ イ

ク ル と し て の 、要件定義、設計 （外部 ・内部）、

開発、お よ び運用 ・保守 の
一

連 の 工 程 の 上流 に 及

び、戦略や業務 プ 卩 セ ス と関わ る よ うに な っ て ぎ

て い る 。 また、水平的な側面 とし て は 、組織 の 範

囲が広 ま っ て お り、情報 シ ス テ ム 部門 自体 の 拡大

は も と よ り、 エ ン ド ユ ーザ 部門 へ と広 ま っ て い る

（島田他、1994）。

　情報技術 の 持 つ 特性 と し て 組織内、組織 間 の 相

互 作用 、また は相互 依存性 を高め る こ とが指摘で

きる 。 近年に お け る情報技術 の 著 しい 発達に よ り、

こ れ まで は 無縁ま たは 関係 の 浅か っ た 経営戦略、

経営組織、お よび情報技術 の 相 互 関係が深 ま りつ

つ あ り、三 者間 の 整合 性 （ア ラ イ メ ソ ト）を 高め

る こ との 重要 性 が認識 され る よ うに な っ て ぎた 。

　例 えば 、情報技術 と経営戦略 の 関係に つ い て 見
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る と 、 適用業務 が給与計算や 販売 ・生産実績集計

な ど の デ
ー

タ 処理 の とき に ば、省力 化 や コ ス ト削

減な ど の 面で 効果は あ っ た も の の 、経営戦略 や組

織に は ほ と ん ど影響は なか っ た 。 しか し、 顧客満

足 を実現 す るた め に 情報技術 を戦略 的 に 使 い 、差

別化 に よ る競争優位の シ ス テ ム
、 い わ ゆ る戦略的

情報 シ ス テ ム （SIS ）が 出現す る よ うに な り、

戦略 と の 関わ りが 出て くる よ うに な っ て ぎた 。 す

なわ ち 、情報技術を利用す る 狙 い が 省力化 や コ ス

ト削減 に 加え て 売上 増大や 占有率 向上 が重視 され

る こ と に な っ て きた 。 ま た 、戦略 と組織 とは 密接

に 関わ り、組織の 変革が あ る と こ ろ に は 、その前

提 とし て 戦略 があ る とみ て よ い 。 し た が っ て 、今

後は、戦略を立案する ときに は 、組織設計が構想

され、情報技術の 利用を念頭 に 置 くとい うこ とが

ご く当た り前 に な っ て くる で あろ う 。

　 本稿 で は 、 こ れ ら の 三 者 間 の うち の 情報技術 と

経営組織 に 焦点を お き、相互関係を 明ら か に す る

こ とを 目的 として い る 。 筆者は 、既 に 「情報技術

と経営組織」 （島田、199D とい う論文 を著わ し、

情報技術 と組織 の 相互作 用 に つ い て 明 らか に し

た 。 した が っ て 、本稿は そ の 補論 に 当た る もの で 、

分析枠組み に つ い て の 若干 の ブ ラ ッ
シ ュア ッ プを

図る とと もに 、前論文 で は除か れ て い た 中小企業

の 事例 を取 り上げ る。
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論説　　情報技術に よ る 組織変革

　本稿 の 結論 を先に い え ば、 こ れ ま で 両者の 関係

は 、「情報技術 の 経営組織へ の 影響」 とい わ れ る

よ うに 、「情報技術→ 経営組織」 と
一

方向 の み 捉

え られ る傾向が強か っ た が、情報技術の 進 展 に と

もな い 、「経営組織 → 情報技術」 と い う逆方向が

あ る こ とが 判明 し た （以 下経営組織を組織 と い

う）。 さ ら に 、今後は 、情報技術 の 高度化に よ っ

て 、長期的に は 、徐 々 に 情報技術 と組織の 相 互浸

透 は 深 ま っ て い くとい う知見を 得た
。

　以下 に お い て 、組織と情報 シ ス テ ム に つ い て 概

念規定を し た うえ で 、情報技術 と組織と の 相互 関

係に つ い て 3 つ の タ イ プ が ある こ とを 示す と と も

に そ の 特性を 述べ る 。 そ して
、

こ れ らの タ イ プ の

うち で 実践例 が極め て 少な い とみ られ て い た 「経

営組織→ 情報技術」 の タ イ プ が
、 中小企業 の

一
部

で 出現 して い る こ とを 、 2 つ の 事例を とお して 明

らか に す る 。

　情報 シ ス テ ム に つ い て 、やや長期的に これ まで

と こ れか らで は どの よ うな違い が ある か に つ い て

整理す る と図 1 の よ うに なる 。 90年代に な っ て 、

大型機か ら小 型機 へ 、情報 シ ス テ ム 部門か ら エ ン

ドユ ーザ 部門 へ 、そ し て投 資は 拡大指向か ら重点

こ れまで これか ら

（19BO年代まで） 〔19911年代以陶
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i
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　 　 　 　 　 　 図 1　 90年代 の 情報 シ ス テ ム

指 向へ 移 行 し て い る 。 潮流は
、

ダ ウ ン サ イ ジ ン グ
、

オ ープ ン シ ス テ ム 、お よ び EUC （エ ン ドユ
ーザ

コ ン ピ ューテ
ィ

ソ グ ） の 拡大で あ る 。

　（2） 組織 と情報シ ス テ ム

　個人 と して の 人間は 、そ の 能力 に 限界 を も っ て

い る
。 そ こ で

、 人 間は こ の 制約を克服する た め に 、

複数 の 人 間に よ る協働 の 仕組み を つ く り、 運用 し

て ぎた
。 組 織とは 、 協働 の た め に 意 図的に 調整 さ

れ た 複数 の 人 間 に よ る活動や 諸力 の シ ス テ ム で あ

る 。 よ り具体的に 定義す る と、つ ぎの とお りで あ

る 。 組織 と は 、「特定 の 目標 を 持 っ た 社会的存在

で あ り、 意図的に構造化 された 活動 の シ ス テ ム で

内 と外 とを識別で きる 境 界を持 っ て い る」 （Daft

＆ Steers、1986 ）。 組織 に は 、企 業の ほ か に 自治

体、病院、宗教団体 、生協な ど種 々 の もの が ある

が 、 こ こ で は 企 業 に 限定す る 。

　 図 2 は 、組織 の ダ イ ナ ミ
ッ

ク ス を表 した モ デ ル

で あ る （島田、1993）。組織 は 、少な くと も つ ぎ

の 5 つ の 要素か ら構成 され る 。
こ れ ら の うち 、 情

報 シ ス テ ム 、組織構造、お よび組織過程
・
組織文

化は 内部組織特性で ある 。

　   組織環境 組織は 、 環境か ら従業員 、 資金 、

　　原 材料、新技術な ど の 資源 を得て 、 環境 へ 出

　　力を 提供す る 。 組織が そ の ロ標を達成 し よ う

　　 とするな ら 、 環境に 適応 しなければ な らない 。

　  組織戦略 ・組織目標 組織戦略は 、組織 目

　　的を 達成す る に 当た っ て の 機会 ・阻害要因を

　　 自己 に 有利な よ うに 変え る た め の 手段選択の

一
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　 基本原理 であ り、組織目標は 組織 目的を達成

　 した と ぎの 到達状態を具体的に示 した もの で

　 ある 。 組織戦略 ・組織 目標は コ ン テ ク ス トで

　あ り、環境 と組織の 間に 介在 し、環境に 比 べ

　 る と操作は 容易で 内部組織特性の 影響を受け

　 易い 。

  情報 シ ス テ ム 情報 シ ス テ ム は 、情報 の 処

　理 ・加工 、記憶 ・蓄積、お よび交換 ・
伝達の

　 シ ス テ ム で あ り、主 として 人間が分担する人

　的情報 シ ス テ ム と情報技術が分担する コ ン ピ

　 ュ
ータ ベ ース の 情報 シ ス テ ム に よ っ て構成 さ

　れ る。具体的 に は 、情報 の 処理
・
加工 機能は

　 コ ン ピ ュ
ータ の 演算装置が、情報の 記憶 ・蓄

　積機 能は データ ベ ー
ス が、そ して情報の 交換

　　伝達機能は ネ ッ ト ワ
ー

ク が担 う。加 えて 、

　情報 の 処理 ・加工 に は OR 、 シ ミ ュ レ ーシ
ョ

　 ソ 、統計的手法な どの 意思決定に 必要 な技術

　が含 まれ る 。

  組織構造 組織構造 とは 、組織 に お け る分

　業 と調整 の シ ス テ ム の こ とをい い 、組織 の 基

　盤 とな る もの で ある。組織構造 を構成す る次

　元 は、公式化、階層化、集権化、形態特性 な

　 どで ある 。 公式化は 規則や伝達 の 文 書化 の 程

　度、階層化は 垂直的権限関係 の 段階 の 程度 、

　集権化は 意思決定の 上 位 へ の シ フ トの 程度 、

　そ して形態特性 とは 組織図 に 示 され る タ ス ク

　分担構造の タ イ プ で ある。

  組織過程 ・組織文化 組織過程 とは 、現実

　に 組織構造 を推進 する過程 で ある 。 組織過程

　は 、 リーダ シ
ッ プ、意思決定、パ ワ ー ・ポ リ

　テ ッ ク ス 、 コ ン フ リ ク トの 解決な ど に よ っ て

　構成 され る。そ して 、組織過程は 、組織文化

　 と関係 が深 い 。組織文化 とは 、組織内で 共有

　され た価値観 や行動規範の 集合体の こ とを い

　 う。た とえ、組織 戦略や 組織構造を変え た と

　 して も、それ らが組織文化 と調和 しない 限 り

　組織成果は上 が らな い
。 した が っ て 、組織文

　化 は 組織 の 各要素間 の 整合性 を高め る役割 を
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　　 持 っ て い る 。

　 （3） 組織の ダ イ ナ ミ ッ ク ス

　以 上 、組織を搆成する 5 つ の 要素 に つ い て 簡単

に 述べ た 。 組織は 、経営環境を走査 （ス キ ャ ソ ）

す る こ と に よ り認知 し、認知 した環境に 適応す る

た め に 組織戦略 ・組織 目標を立案す る 。 情報技術

自体 も組織の 環境認知 の 結果、組織 に 取 り込 まれ

る もの の 1 つ で ある。 もち ろ ん 、 こ こ で 組織が 環

境に 適応す る とい う場合、それ は 環境決定論を意

味 しな い 。組織は環鏡で あ る と 自ら考え る もの に

反 応 す る わ け で あ る か ら 、環 境 を エ ナ ク ト

（enact ；創造す る）す る と解せ られ る （Weick、

1979）。そ して 、情報技術 は 組織戦略 ・組織 目標

は もとよ り、組織構造、な ら び に 組織過程 や組織

文化 に 影響を与え る 。 そ し て 、組織 戦略 ・組織目

標 を 実現 す る た め に 各種の 組 織活 動が 展 開され

る。そ して 、そ れ ら の 活動結果が 組織成果を 生む 。

組織成果 に は 、組織 の 全体 目標 の 達成 、
グ ル

ープ

の 有効性 、個 人 の パ フ ォ
ーマ ソ ス や満足 な どが あ

る。

　また、情報 シ ス テ ム は 、人的情報 シ ス テ ム と コ

ン ピ ュ

ー
タ ベ ース の 情報 シ ス テ ム に よ っ て 構成 さ

れ る 。
コ ソ ピ ュ

ータ ベ ース の 情報 シ ス テ ム は 、情

報技 術 と業務 （ビ ジ ネ ス ） シ ス テ ム に よ っ て 構成

され る が 、両者 を統合す る こ とを惰報 シ ス テ ム 開

発 と い う。
ビ ジ ネ ス シ ス テ ム と は 、企 業活動を構

成す る 各機能を時間軸で 結合 した もの で あ る 。 た

とえば 、製造業 で の 機能は 、 ふ つ う、研究開発、

購 買、生産、販 売 、 物流 の 主機能 と人事、財務 ・

会計 な ど の 支援機能に 分け られ る が 、各機能 は も

と よ り各機能 の 結合した もの は ビ ジ ネ ス シ ス テ ム

と い え る 。 また 、 情報 シ ス テ ム の 典型的な 開発過

程 ぱ
、 要件定義に 始 ま り、外部 （概要 ）設計 、 内

部 （詳細）設計 、
コ ーデ ィ ソ グ、 シ ス テ ム ・テ ス

ト、保守に 続 く 。
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論説
一 情報技術 に よ る 組織変革

A タ イ プ　 　 　 情報 ン ス テ ム 開発 圃
2．　 組織 と情報技術の 相互関係 に つ い て の

　 タ イ プ
B ・ イ プ 　 ー → ［靈 伺

c タ イ プ 　 情報 ノ ス テ ム 開発 　← ［組織化］
　（1） 相互関係

　情報技術 の 組織へ の 影響は、こ れ まで 長 い 間、

直接 的な もの で は なか っ た。す なわ ち 、経営環境

に 適応す る た め の 組織戦略 ・組織 目標を遂行す る

た め に 、 1 次的に 情報 シ ス テ ム 開発が 行わ れ 、 2

次的に 組織化が行わ れ た 。 すなわ ち、製品 ・サ
ー

ビ ス の 開発 ・製造 ・供給期間 の 短縮、製品 ・サ
ー

ビ ス の 差 別 化、顧客 サ ービ ス の 向上 、在庫の 削減、

コ ス ト低減、省力化な どの 組織目標を実現す る こ

とを 直接 の 目的 とし て お り、組織へ の 影響は 間接

的 で あ り、結果 とし て 影響を受け る こ とが多か っ

た。 もちろ ん、情報 シ ス テ ム の 1次的 目的は 達成

され て も、 2次的効果 で あ る組織 へ の 影響 まで は

及ば な い こ と も多い
。 そ し て 、情報技術 が組織 の

編成や運 用を 円滑 に 進め る こ とを支援す る シ
ー

ル

と し て 着 目され 、用 い られ る よ うに な っ た の は こ

く最近 の こ と で あ る 。

　 また、 い ずれOCせ よ情報 シ ス テ ム 自体 で は 、組

織を変 え る こ と は で きず、企業の 主体的な経営改

善また は 組織 変革 の 意図 の も とに 情報技術を手段

と し て 使 う こ とが で ぎる の で あ る。

　情報技術 と組織の 関係は 、情報 シ ス テ ム 開発と

組織化 と の 関係 とし て 捉え る こ とがで ぎる。情報

シ ス テ ム 開発 とは 、業務 シ ス テ ム と情報技術 と の

統 合で あ り、企業 目的を達成す るた め に 仕事 を行

う た め の 体 系を 形 成 す る 活動 の こ と を 組 織 化

（organizing ）とい っ て い る。それは 、組織要素 （人、

物 、 資金） を調達 し、 こ れ らの 要素を結合す る こ

と に よ っ て 一定 の 合理 的な仕事の 相互関 係 の 組織

構造を つ くる管理 活動 で ある。し た が っ て 、 こ こ

で は 組織化は 、情報 シ ス テ ム 開発 の 事前的また は

事 後的に 行わ れ る情報 シ ス テ ム 適用部門 の 組織 の

編成 や 変革 の こ とを い う。

　 （2） 影響の タイプ

　 情報技術 の 組織 へ の 影 響過程を 、情報 シ ス テ ム
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図 3　情報技術 と組織の 相互関係 に つ い て の タ イプ

開発 と組織化との 相互関 係の 視点か ら取 り上 げる

と、情報技術 と組織と の 相互 関係 は 、 3 つ の タ イ

プ に 類型化 で きる 。
こ れ ら の タ イ プ は 、情報技術

と組織 が 関係 しな い も の （A ）、組織が情報技術

に 従 うもの （B ）、そ し て 情報技術 が組織に 従 う

も の （C ）で ある （図 3 参照）。こ れ ま で は 、 A 、

B の タ イ プ が 多 く、 C の タ イ プ は ほ と ん どなか っ

た 。 しか し、情報技術 の 著 し い 発達 と とも に 、C

の タ イ プ が出現 し て い る 。

　まず 、 A タ イ プ は 、大 ぎ く 2 つ に 分け られ 、情

報 シ ス テ ム 開発は行 われ る が組 織化は 行わ れ な い

タ イ プ と、組織化は 行わ れ るが情報 シ ス テ ム 開発

が 行われ な い タ イ プ が あ る 。 した が っ て 、 こ こ で

は情報技 術と組織の 相互関係は な い
。 前者の A タ

イ プ は 、 情報 シ ス テ ム 開発 が組織化以 外の 目的、

た とえば コ ス ト低減、顧客 サ ービ ス 向上 な ど の た

め に 行 われ る場合、ある い は 情報 シ ス テ ム 開発 の

対象で ある 適用業務が小規模 な場合 で あ る 。 後者

の A タ イ プ は 、情報技術を ツ ール と して 用 い な い

組織化 で あ る 。 情報技術 と関係 の な い 組織変革の

要因は数 多い の で 、 現実に は こ の タ イ プ が こ れ ま

で も、 こ れか ら も
一

当分 の 間一最 も多い とみ られ

る 。

　 B の タ イ プは 、情報 シ ス テ ム 開発が組織化を促

す こ と に よ っ て 、組織が 情報技術に 従 うとい え る 。

こ の タ イ プは、情報 シ ス テ ム 開発が前述 し た よ う

に 組 織化以 外の 目的を実現す るた め に 行われ る場

合で あ る 。
こ の 場 合、情報 シ ス テ ム が稼動後、

一

定期間を経 て情報 シ ス テ ム の 目的 を達成 し、情報

シ ス テ ム 成果 の 集積が 組織編成 また は 組織変革の

ニ ーズ を生 む 。 そ れが 事後的に 職務 の 統廃合、中

間管理職 の 役割変化、動態化な どの 組織化を もた

らすわけで ある 。 それ は 、情報 シ ス テ ム 開発の 後、
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情報技術 の 影響を 受け て か ら組織を変革 して い く

組織化である。す なわ ち、まだ計数情報の DP が

中心 で あるが、情報 シ ス テ ム の 対 象が企 業の 補助

的な周辺 業務か ら基幹的な系統業務へ と拡大 し、

複数の 適用業務に 共通 の デ ー
タ 蓄積を意思決定 支

援に 利用 で きる 。 これ ま で の 組織へ の 影響は こ の

タ イ プ が最 も多い とみ られ る 。

　 つ づ い て 、C の タ イ プは 、組織化が情報 シ ス テ

ム 開発を促す もの で
、 情報技術が組織に 従 うと い

える。 こ こ で は、種 々 の 組織編成ま た は 変革 の た

め に 情報技 術を取 り込む組織化が行わ れ る 。 た だ 、

こ の タ イ プ の 実現 に は デ
ー

タ が 資源 と し て 集積さ

れ、通信網が 整備 され 、エ ン ドユ ーザ が時空間を

超 えて 共有化 され たデ ー
タ ベ ー

ス に ア ク セ ス で き

る情報技術環境が前提 となる。デ ー
タ は 、 業務や

組 織 の 変更 の 影響が少な く安定 して い る の で 、

デ ータ ベ ース と通信基盤の 有無が、組織化の 条件

に なる 。
こ の タ イ プ は 、現在は 少な い が情報 シ ス

テ ム の 進 展と と もに 増え、組織化と情報 シ ス テ ム

開発、言 い 襖 え る と組織 と情報技術 の 相互 浸透が

深 ま る とみ られ る 。

　次 節で は 、現在は 数少 な い C タ イ プ に つ い て 、

3社 の 事例を取 り上 げる 。

3． 情報技術が組織に従 う企業 （C タ イ プ）

　の 出現

　（1） 花王   の 事例

（1） 会社概要

　同社は 、1940年に 設 立 され た 歴 史の あ る会社で 、

石鹸 メ ーカ ーか ら出発 し、 こ ん に ち で は シ ャ ン

プ ー ・リ ソ ス や 洗剤な ど ト イ レ タ リー
用 品の ト ッ

プ メ ーカ ーで ある 。 売上 高は 6，223億 円 、 経常利

益 は 447億円で
、 従業 員数 et7 ，

　200名 で あ る （93〆

3 期）。

　花王 の 経営理 念 は 、同社の 中興 の 祖 で あ る 前会

長、丸田芳郎氏 の 仏教哲学 の 影響を受け て い る 。

そ れ ら は 、 清潔、美、健康 を求め る r消費者 へ の

奉 仕 の 精神」、 平等 、非支配を求め 、権威主義 を
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排除す る 「人間 の 絶対平等観」、お よび 創造性 ・

革新性 と行動 ・実践型 を指向す る 「真理 観／叡智

の 結集」 で ある 。 人間 の 絶対平 等観で は 、 ひ た す

ら顧客満足を 目指 し、「他社 と競争す る 」 とい う

言葉を嫌 う。 ま た 、ポ ス トに よ る権威主 義を嫌 い 、

部長以上 の 肩書の 他は 全て平 社 員で 全員 さん 付け

で
、 情報 の 共有化 に こ と の ほ か 努め て い る 。 すな

わ ち 、 情報 こ そ最 も貴重な資源で ある と捉え 、情

報 の もと で は 全社員が平 等で ある と し、組織的に

共有化 を図 っ て い る 。

　 ま た 、同社は、研究 開発を重視 し、82年に は 化

粧 品に 進出 し、87年に は コ ン パ ク ト洗剤 「ア タ
ッ

ク 」 を発売 し大 ヒ
ッ ト し、85年に は 界面 活性 剤の

基礎技術を応用 して フ 卩
ッ

ピーデ ィ ス ク に 新規参

入 し、現在世 界 シ ェ ア 15％で ト ッ プ で あ る 。 研究

開発人 員は 約 2，200名 で 全従業 員の 3 割強 で 、研

究開発費は 売上 高 の 5．5％ で あ る。研究開発費や

広告宣伝費の 増加 は 売上 高販売 費 の 増大 を もた ら

して い るが 、 生産現場 の 合理化 や原料 の 海外調達

な どで 原価率は 84年の 60．7％か ら93年の 47．2％へ

と減 ら して い る 。

  　組織変革 の 実態

　花王 で は 、「情報 シ ス テ ム は 組織 と
一

体 の もの

で あ り、経営環境の 変化 に あわ せ て組織の 変革に

応 じて 情報 シ ス テ ム も変え て い か な けれ ば ならな

い 」、 そ し て 「情報技術は経営革新の ツ ール で あ

る」 と捉 え、業務改革や組織の 変革に 活用 して い

る 。 要す る に 、業務、組 織、情報技術を
一

体 の も

の と捉 え、経営全体 を デザ イ ソ し て きた と い える 。

　そ し て 、花 王 で は 、1960年代 の 流通経路短縮 の

た め の 販社制 度 の 導入以 来、経済の 好不況 に 関係

な く、 日常的 に 業務改革や組織 の 変革 を実践 して

い る 。 すなわ ち、同社で は 、顧客満足を果たすた

め に 、打 て ば 響 く生 体機能的組織 、経営情報の 共

有化、セ ル フ マ ネ ジ メ ソ ト、現場 第一
主 義、権威

主義的 マ ネ ジ メ ン トの 払拭、お よ び 中小企業 的な

組織運営 を基本 と して い る 。 こ の よ うな基本的組

織運営 に よ り、マ ト リ
ッ

ク ス 型 また は ネ ッ ト ワ
ー
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論説　　情報技術 に よ る組織変革

動態的 組織運営 の 準備
．

動態 的組織運営 の 展 開

（1976− 1985）

肩報 ノ ス テ ム を べ 一
ス と した

組織 の 広 域運営 化

　 　 　 　 　 　 （1966− 1975丿
。BM 制 （68）
。販社制度 〔69）
。CCR 実施 （71）
・タ イ ム カ ー

ド制廃止 （71）
・MCR （73）

・小 集団 活 動 （72）

・週 休 2 日制 導入 げ3）

・組織機構の 簡素化 ［．73）

　 課 ・係 の 廃止 （本社の み ）

・5本部制採用 〔76）
・禀 議制度 廃止 〔77）

・
国 際 事業本部 〔80）
。OA 推進 本部 （81）

・部長 マ イ コ ン 研修 〔81）

・人事 委員会 （82）

・SBC を新 設 （84）

　 　 　 　　 　 （1986　　／993）

・事業部制新設 （85）
・TCR 活 動 （86）
・事務 七 ン タ

ー
〔86）

・タ ス ク フ ォ
ー

ス 発 足 （88）
・組織開発 プ ロ ジ ェク ト 〔88）
・仕事研究集団活動 （88）
・r 場 の 広 域運営 （91h

，倉1お是錚舌性 イヒプ P ジェク ト （91）
・新役職制 度の 導入 〔92｝

・海外事業セ ン タ
ー

〔93）

出典〕　 花．1

図 4　 花王の 組織運 営の歩み

ク型 の フ ラ ッ ト な組織形態を採用 し て い る 。 そ し

て 、 こ の 組織運営 を支え て い る の が情報技術 に ほ

か な らな い
。

　 同社 の 組織運営 の 歩み を 1966年よ りlO年毎に 区

分 した の が図 4 で ある 。 それ ら は 、1966年か ら10

年 間は動態的組織運営の 準備の 時代、1976年か ら

10年 間は 動 態的組織運営の 展 開の 時代、そ し て

1986年か ら は 情報 シ ス テ ム を ベ ース と し た 組織の

広域運営化の 時代と捉えて い る 。同社で は 、情報

シ ス テ ム の再構築に 先立 っ て組織変革を実施 して

い る 。 また 、階層数の 削減の み な らず 、 情報技術

との 関連で 種 々 の組織改革を実施 して い る 。

　 こ こ で 組織改革の 背景 とな っ て い る丸 田氏の
、

情報の 共有化 に よ っ て 生体的機能組織を 目指 す理

念 ・方針を述 べ て お く。

　 「新 し い 企業経営は 、 何とい っ て も組織の 革新

に あ ります 。
コ ン ピ ュー

タ や通信が 非常に 発達 し

て きた の で
、

シ ス テ ム を ト
ー

タ ル に 組み込 ん で 、

組織、人材 、 技術、 資金、情報を完全に
一

体化 し

た 形 に し なけ れ ば な りま せ ん 。 特 に 、販売 と
一
？ 一

ケ テ ィ
ン グ

、 ある い は 生産 と研究開発 など、従来

は 分か れて い た機能を 統合 ・融 合 して 、これ を
一

体化 し た 形で 事業活動を 行 う方法に 改革 し て い ま

す 。
これ らは

、 初め は コ ス ト ・リ ダ ク シ
ョ

ン （C
R ） の 活動で あ っ た の で す が、現在は創造 の 世界
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を新 し くつ く り直そ うと い う活動 （TCR ： トー

タ ル ・ク リ エ イ テ ィ ブ ・レ ボ リ ュー
シ

ョ
ン ）に 変

わ っ て い ます 。

　 つ ぎの ス テ ヅ プ と して
、 生体機能的 な組織の 運

営を高度 の 頭脳集団に 集約 して 、組織の 大改革を

行お うと 、
1988年か ら手を つ けて い ます 。 これは 、

従来の 組織と全く違い
、 また運営 の 仕方 も違 っ た

もの に な ります 。 そ の 中で 大事 な こ とは 、で きる

だ け情報を シ ン プ ル に 、
ダ イ レ ク トに する こ とで

す 。 それ に よ っ て、情報 の 交流 と共有化 の 効率が

高 くな るわ けで す 。 ただ 、 コ ン ピ ュ
ータ で い ろ い

ろ な入 力、出力を して い る と、入力す る人は どん

どん 入れ ますが 、出力で もら う人は 、 情報の 山に

埋 もれて しま い ます 。 そ こ が情報の 交 流と共有化

の
一

番むずか しい とこ ろ で す 。 基本的に は 、 情報

の 受 け手が何を必要 とし て い るか を 、 出 し手が 理

解す る こ とで す。人間 の 生 きる尊厳さ と、お互 い

の 仕事の 内容が よ く理解 され て い る こ と、す なわ

ち最 も欲 して い る情報を 相手方に 与え よ うとい う

人間愛が あれば こ そ 、 人 の 立場を よ く理解で きる

よ うに な る の で す」 （丸 田 、 1989、 84− 85頁）。

　花王は、既に 情報ネ ッ ト ワ
ー

ク とデ ータ ベ ース

の 情報基盤 を築い てお り 、
こ の ト

ッ
プ マ ネ ジ メ ン

トの 理念 ・方針か ら うか がわ れ る こ と は 、先 に示

した 「組織が情報技術に 従 う」B タ イ プ で は な く、
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「情報技術が組織に 従 う」 C タ イ プ の ア プ ロ
ーチ

で あ る。 こ こ に は、花王 が組織の 改革に 際 して情

報技術を 積極的に ツ
ー

ル と して使 う姿勢が ある 。

　た とえば、生産部門で は 1986年 よ り多品種小量

製品時代 に 合わ せ た統合に よる再構築をすす め て

い る。それは 、従来は 工場単位に 構築 し て きた生

産計 画 シ ス テ ム を事業部単位に 統合化す る こ と に

よ り、販売計画、工 場 の 生産予定 、物流 セ ン タ ー

の 在庫情報を
一

元的 に 集中管理 し、デ ィ ス プ レ イ

画面に 呼 び出 し、本社事業部か ら複数工 場 に 生産

指示 を出す もの で ある。そ の 狙 い は 、商品 の 売れ

行 き実績 と的確 な需要予測 に 合わ せ て 、週毎、あ

る い は 日毎に 生産計画を 変更で ぎる柔軟 な生産体

制に 切 り替え る こ とに あ る 。

　要する に 、プ ロ セ ス ・オ ペ レ
ー

シ ョ ン の 高度化

を 図 り、 プ ロ セ ス
・

マ ネ ジ メ ン ト の 高度化、最適

生産条件、ある い は 多工場生産活動を統合 し、 1

ヶ 所 に 集中す る よ うに し、通信ネ ッ
ト ワ ー ク に よ

っ て 統合化 し て い る 。
こ れ に よ っ て 全社 の 生産部

門従業員が こ れ ま で の 4，500人 か ら 2，000人 に 減

り、最終的に は 600−− 1， 000人に な る と し て い る 。

　同 社は 、全 国に 約 280 の プ ラ ソ トを持ち 、その

うち 160が 和歌山事業場 に 集中 し、 こ こ で 家庭製

品、 化学品を作 っ て い る 。 そ し て
、 和歌 山事業場

で は 各プ ラ ン トを通信で 結び
、 事業場 の オ ペ レ ー

シ
ョ

ン セ ン タ
ーか ら生産の 集中制御を し て い る 。

また 、 工 場 と販社を通信で 結び
、 製販

一
体化に よ

る効率を あげ て い る 。 1985年に は 1，　170人 い た 従

業員が 89年に は 674人 に な り、91年に は 585人 に 減

っ て い る 。
こ れ に と もな い 事業場 の 組織 も仕事の

内容 も大 きく変わ っ て い る。
こ れ ま で 、生産計画

の 作 成 は リ ーダ が立 て て い た が 、 テ レ コ ミ ュ
ニ

ケ ーシ
ョ

ン の 導 入 に よ りオ ペ レ ータ の 仕事 に 変わ

っ た 。 オ ペ レ ータ に は 判断能力が 必要に な り、オ

ペ レ ーシ
ョ

ン ・エ ン ジ ニ ア と呼ば れ る 。 オ ペ レ ー

シ
ョ

ン ・エ ン ジ ニ ア は 生産 、受注、販売情報を リ

ア ル タ イ ム で 見なが ら、販売部門に 効率的 な発注

の 仕方を提案 した りす る。 そ し て 、 リーダは部下
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の 職場や 家庭 の 問題に 関す る カ ウ ン セ ラ
ー的な仕

事が主に な っ て きた と い わ れ る 。 こ れ ら の 結果、

和歌山事業場で は こ れ まで の 部長、課長、係長か

ら、工場長、係長の 階層に 短縮を実施 し、 フ ラ
ッ

トな構造に 移 っ て い る 。

　同社の 組織変革は 、生産部 門に 限 らず全社に お

よ ん で い る 。例 えば 、本社部 門で は 、1989年に 組

織 の 垣根 を取 り払 い 兼務す る ネ ッ ト ワ
ーク組織を

築 くため に 、人事、総務 な ど 8部門を社会関連、

人材開発 、管理 ・財務 の 3 グ ル ープ に 統合 して い

る。 しか し、 こ れは 大 くくり し過 ぎた た め に 具体

的 な兼務 の 仕方 に つ い て 混 乱 が 生 じ失 敗 して い

る 。 そ して ，1992年に は広報 ・渉外、会計 ・法務

な ど 5 セ ン タ
ー

に 分け直 しし て い る 。 社員間に は

組織編成 の テ ソ ポが早す ぎる とい う声 もあ るが、

社員間の コ ミ ュ
ニ ケ

ー
シ

ョ
ン ギ ャ ッ

プや コ ン フ リ

ク トを予め 見込 ん で い るふ しがあ り、それ を情報

技術に よ っ て 補お うと して い る 。

（3） 情報技術 の活用

　 また 、同社は 、情報 シ ス テ ム に つ い て 、基 幹系

に つ い て は ス リ ム 化を 、情報 系に つ い て は エ ン ド

ユ ーザ コ ソ ピ ューテ ィ ソ グ環境づ くりとい うシ ス

テ ム の 再構築を 実施 し て い る 。 こ こ で も 「は じめ

に 業務改革あ りき」 の 方針 の もと に
、 情報 の 収集

　共 有を 図る とと も に
、 腹 8 分 H で の ユ ーザ ニ ー

ズ の 受け 入れ な ど の 考え で 取 り組ん で い る 。
こ こ

で 腹 8分 目と い うの は 、
エ ン ドユ

ーザ の 要 求を 全

て 聞 くと実際 に は 使わ れ な い シ ス テ ム が で きる の

で 、腹 8 分程度が よ い と い う意味で ある 。

　現在、花王 が取 り組ん で い る 情報 シ ス テ ム の 再

構築は つ ぎの よ うな考え で 行わ れて い る 。 まず、

「どの よ うな シ ス テ ム を築 くか 」 に つ い て は 、 3

つ の 条件を満 た そ うと し て い る 。 1 つ は 柔軟 で フ

レ キ シ ブ ル な シ ス テ ム 、 2 つ は ユ ーザ の 、 ユ ーザ

に よ る、 ユ ーザ の た め の シ ス テ ム 、そ し て 3 つ 目

は グ ロ
ーバ リ ゼ ーシ

ョ
ン と広域運営 に 対応 し た シ

ス テ ム で あ る。また 、「どの よ うな方法 で 構築す

る か 」 に つ い て は 、定常型業務を 対象 とす る基幹
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出典）花王

図 5　花王 の シ ス テ ム 再 構築 （エ ン ドユ ーザ コ ン ピ ュ
ー

テ ィ ング と ダ ウ ン サ イ ジ ン グ）

系と非定常型業務を対象とする情報系を は っ ぎり

分ける こ と と、集中と分散 をは か る こ とに ある 。

　図 5 の左側は 旧 シ ス テ ム で あ るが 、運営中枢の

全て が ホ ス トに 集中 し て い る た め 、
一

般社員が

デ
ー

タ ペ ース に ア ク セ ス で きな い とい う問題点が

ある 。 そ の た め に 、基幹系は ス リ ム 化、 シ ン プ ル

化 し 、 情報系は共有デ ータ ベ ース を つ くる こ とに

よ りエ ン ドユ
ーザ コ ン ピ ュ

ーテ ィ ン グを推進 し よ

うと して い る 。

　 こ れ ま で は 、 基幹系の デ ータ も情報系の デ ータ

も複数 の ホ ス ト に 混在 し、 しか も重複 して い た 。

製品 コ ー ドなど の コ
ー ド体系も生産、販売、物流

の 各 シ ス テ ム 毎に 異な っ て い る た め に 、使用す る

場合は整合性 を図 るた め に 多くの 労力を要 して い

る 。 さらに 、従来 の デ
ータ ベ ース は 、そ れ を検索

し、抽出す るた め に ば 固有の 出力 プ ロ グ ラ ム を組

む 必 要が あ る 。 そ こ で
、

こ の 問題を 解決する た め 、

共用 データ ベ ース の 構築を 進め て い る 。 図 5で わ

か る よ うに、それは 、 販売 、 生産、物流な どの 現

場で 日 々 の 活動を行 うた め の マ ス タ ーや デ ー
タ 類

と、活動 の 計画、評価を主 な 目的 とす る デ ー
タ 類

を分離 し、後者 に つ い て は ユ ーザ が、情報 シ ス テ

ム 部門の 手 を借 りずに 、ホ ス トに 蓄積 され て い る
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デ ー 々 を 自由に 利 用 で きる よ う に す る もの で あ

る 。

　基幹 系に つ い て は、 これ ま で 各事業場で 個別 に

シ ス テ ム が 構築され、別 々 に運用 されて ぎた 。 例

えば、和歌 山、東京、酒 田、川崎 など各事業場で

生産計画、製造実績、製品出荷、お よび品質管理

の シ ス テ 1、 が動い てお り、他に 本社 の 人事 、 会計

な どの シ ス テ ム が ある 。
こ の よ うな個別 シ ス テ ム

で は 、当然、 シ ス テ ム の 構築、運用に お い て効率

の 低下は免れない 。 そ こ で 、生産 と販売に 関する

シ ス テ ム を全社的に 統
一

し、1 ヶ所で 「広域運営」

を 図 る こ とを 目的に 、生販
一

体化 シ ス テ ム の 構築

を進め て い る。 これの 実現に よ り シ ス テ ム が 集中

し、 1 ヶ 所で 全事業場 の 業務を コ ソ ト ロ
ール する

こ とが可能に な るわけ で あ る 。 もち ろん、それぞ

れの 事業場 に 固有の 業務が あ り、それは前述 の 共

有デ
ー

タ ベ ー
ス を 使 っ た エ ン ドユ

ーザ コ ン ピ ュ
ー

テ ィ ン グ に よ っ て 行 う。つ ま り、「集中と分散」

を図るわけで ある 。

　 花王 で は 、エ ソ ド ユ ーザ コ ン ピ ュ

ーテ ィ ン グは

単なる情報 シ ス テ ム の 改革で は な く、非定常型業

務の 有効性を高め る こ とに よ る ホ ワ イ トカ ラ ーの

生産性向上 に 狙 い を置い て い る。すなわ ち、共有
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デー
タ ベ ー

ス づ くり、 ダ ウ ン サ イ ジ ン グ、教育を

三 位一体 として 進 め る こ とに よ り、仕事 の 仕方を

変え 、組織 の あ り方を 変え 、 コ ミ ュ
ニ ケ ーシ

ョ
ン

の 仕方を変え よ うとして い る 。

　 14期に わ た っ て 増益を続ける 花王 の 業務改革や

組織変革の た め の 情報技術活用の 体制は 、
一

朝
一

夕 に で き
「
た もの で は な く、い くつ か の 段 階を経て

今 日 に 至 っ て い る 。 す な わ ち 、各 ス テ ージ ご とに

その 時 々 の 経営課題を 解決す る た め に 戦略、業務

（組織を含む）、情報技術 の 相互浸透 を 図 り、 ス

パ イ ラ ル に 進化 し て きて い る。

　 （2） エ ー ・ア ン ド
・ア イ シ ス テ ム   の 事例

（1） 会社概要

　 工
一 ・ア ン ド ・ア イ 社は 、1987年に 設 立 され た

ソ フ ト ウ ェア 開発 ・保守 と シ ス テ ム エ ン ジ ニ ア リ

ン グ サ
ービ ス を事業内容 と し、 こ れ ま で 数 多 くの

銀 行の 第三 次オ ソ ラ イ ソ シ ス テ ム の 勘定系 、 情報

系 、 お よび 開発支援に 実績を 持つ ほ か 、 こ れ ま で

手 掛けた開発業務 の パ
ッ

ケ ージ製品 の 販売や IB

M 製品 の 代理店業務も行 っ て い る 。

　年商 は 34億円 （93／ 9期）、社 員数 250名 （93／

4 ）で 日本 IBM 社が 主 な顧客で 35％の 株式を持

ち 、社長 自身 も同社出身 で あ り、創業以来今 日ま

で 業容 は順調 に 推移 し、不 況下で も黒字経営を続

けて い る 。 日本 IBM 自体、業績 の 悪化 に よる リ

ス ト ラ ク チ ャ リ ン グ の
一

環 として 50歳以上 の 従業

員を対象に 希望退職を募 り、退職社員の 独立 を援

助 し て ぎた が、そ う した独 立 組 の 少なか らぬ 人達

が エ
ー ・

ア ン ド ・
ア イ社を訪ね 、 社長 か ら起業に

つ い て教え を受け る と い う。

　 エ
ー ・

ア ソ ド
・

ア イ社は 、 創造性 を追 求す る こ

とを とお して個人の 成長を 図 る と と もに 、最善の

顧客サ
ービ ス を 実現す る こ とを 、 その 経営理 念と

し て い る 。

（2） 組織変革 の 実態

　 同社は 、1992年 6月に 「活性化」と 「技術者 （S

E ）尊重」 を 目的 に 組織再編成 を実施 し た 。 その

骨子は 、階層型に 変わ っ て 全社 員が構一線に 並ぶ
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フ ラ ッ ト 型 お よ び ネ ッ
ト ワ ー ク 型 の 組織に した こ

とと、管理 職 の 専門職化 を 図 っ て い る こ とで ある。

　同社 の 組織の 目標は 、つ ぎの 4 点 で あ る。

　  　 SE とい う技術専門職 に と っ て 理 想的な企

　　業を つ くる。

　  75歳位 ま で 専門職 と し て 働け る 会社 を つ く

　　 る
。

　  女性 が専 門職 と し て 活躍 で きる 場 を拡大す

　　 る
。

　  　外 国人 も専門職 と して 無理 な く働け る企業

　　 とす る 。

　そ して
、

こ の よ うな 目標を達成す るた め に は 、

ネ
ッ

ト ワ
ー

ク 型組織が 適す る と考え 、
ラ イ ソ 専門

職 を廃止 し 、 情報を 共有化 す る必 要が あ る と考え

た
。

　従来は 、 本部長
一

部長
一

次長
一

課長 の 階層型職

位格 （ラ イ ン 職制） と職能格 （ス タ
ッ

フ 職制）が

並存 して い た 。 例 えぽ 、 シ ス テ ム 部門 の 場合、部

長が 13名 、次長が 11名、課長 が 21名 とい うぐあ い

に 、課長 以上 の 職位 ・職務格 を もつ 人数は 45名 も

い た 。 そ こ で 、92年に ラ イ ソ 職制を全廃 し、代わ

りに シ ス テ ム 、営業、管理 の 3 部門 に 管理 を専門

に 担当す る担当専門職 （フ
ァ

ン ク シ
ョ

ン ・
マ ネ

ー

ジ ャ
ー） を置 い た 〔図 6参照 ）。 すな わ ち 、会社

に 必 要な機能を分解 し 、 単位組織 （フ
ァ ン ク シ

ョ

ン ）を設 けた 。 例 えば 、 人事担 当は 人事制度の 遵

守を 管理 ・推進 し、相談室担 当は 悩み ご と の 相談

を行い
、

プ ロ ジ ェ ク ト管理 担 当は 仕事の 達成を管

理
・
推進 し 、 そ し て SE 人材管理 担当は 育成を管

理 ・推進す る 。 し た が っ て 、社 内の 肩書は 社長 と

何 々 担 当の み で 全員 「さ ん づ け」 で 呼ぶ よ うに し

た 。 社長 は 経営管理の 専門職 と し て 位置づ けられ

て い る 。

　 また、各部門を横断す る機能 を持 つ 組織 とし て

3 委員会 （人事、経営 、営業 ） と特別 プ ロ ジ ェ ク

トが設け られて い る。横断的 な意思決定問題は 全

て 委員会 で 決め られ る。すなわ ち、担 当が 起案 し、

委員会で の 討議 で 決め られ る が、社長は最終的な
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社　長

社長室担当

特別プロ ジェ クト 委 員 会 シ ス テ ム 部門

T −AXIS

協業推進

営業部門 管理部門

SE 技術担当

研修担当

営業管理担当

営業担 当

SE人材管理担当

プ囗ジェクト管理担当
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決裁者 とい うよ りも 「同意を求め る職位」 と位置

づ け られ て い る 。 その 基本的考 え方に は 、プ P と

して の 専門職の 判断は 正 し い とす る前提 が あ り、

大胆な情報 の 共有化 と分権化を 図 っ て い る。また 、

上 司 と部下 とい う関係がな い の で 、能力開発 の た

め に 先輩の 指導を受け られ る ア ドバ イザ リ ー
制を

設けた り、仕事や 人事などの 悩み や苦情を相談 で

ぎる相談室担 当が設置 されて い る 。

　
一

方、同社 が技術者 （SE ）尊重を唱え る の は 、

SE が 管理職 に 昇進す る と 、 仕事が 多岐で 優れ た

技 術者が育 た な い とい う反省に よる 。 同社で は 、

真の SE は 経験が 重要 で そ の仕事の 本質は 情報技

術 とい うツ ール を用い て 仕組み を創 っ た り、 改め

る と こ ろ に あ り、年齢に 必ず しも関係 しな い とし 、

定年制を廃 止 した 。 そ して 、 前述 の とお り 「技術

者 （SE ）天国づ く り」 を 目指 し、管理 職制廃止

や定年制廃 止以外に 職能給重視 の 処遇、 フ レ
ッ

ク

ス 勤務形態な ど職場環境の 改善を行 っ て い る 。

　人事考課は 、ラ イ ン が行 うの で は な く、 関係者

第
一
プ醇：外

・
グル
ー
プ

鋸 7 クウ ウ ・

総務担当

人事担当

採用担当

経理財務担当

経営管理担当

相談室担当

A ＆1 シ ス テ ム   組織図 （92．11
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　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 一

　 　 　 　 1現在）

が 自分 の 機能か ら評価を行 い 集計され る 。 すなわ

ち、 プ 卩 ジ ェク トマ ネ
ージ ャ

ー
は 「仕事の 遂行に

どれ だ け貢献 したか 」、 人 材管理 担当者は 「部下

の 育 成に どれ だ け貢献 した か 」、そ して 研修担当

は 「研修 目標が どれだ け達成 された か」を評価す

る 。

（3） 情報技術 の 活用

　以上 の よ うな分権化 に よ る 中抜 きの フ ラ
ッ

ト組

織や ネ ッ ト ワ ー ク 組織 へ の 組織 変革は 、同社 の 情

報技術に よ っ て は じめ て 可能 とな っ て い る 。 すな

わ ち、同社で は 1 人 1 台の PC 装備で 同社 自身で

開発 した ク ラ イ ア ン ト ・サ ーバ シ ス テ ム が組織 の

イ ン フ ラ と して 、 シ ス テ ム 開発、研修、お よ び コ

ミ ュニヶ
一 シ

ョ
ン に フ ル に 活用 されて い る 。 例 え

ば、 コ ミ ュ
ニ ケ

ー
シ

ョ
ソ に つ い て は担当専門職か

ら社長に 対 して 週 間 単位 で 主な 事項 に つ い て の プ

ラ ソ 、 ド ウ、チ ェ ッ ク の 週 次報告を電子 メ ール で

行 うほ か 、 月 1回 1 日か け て 各担当 よ り社長に 月

次業務報告を会議形式で 行 っ て い る （1担 当約30
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分）。

　全社員が ID を持ち 、電子 メ ール を活用 して い

る 。
メ ニ

ュ
ーは 、伝言、発信、 メ ール サ ービ ス 、

会議室予約、 ス ケ ジ ュ
ール 管理 、プ 卩 ジ ェ ク ト管

理、技術情報管理、財務管理 、研修管理 、人事管

理、協力会社管理、営業管理、原価管理、マ ネ ジ

メ ン ト レ ポ ー トな どに 情報技 術 を使 い わ け て い

る 。
1 人 1 日平均 20件以上 の 受信が あ り、 1 日 2

　 3 件発信 して い る 。 また、 ス ケ ジ ュ
ール 管理で

は全員の もの が 公開 されて お り、例えば 営業 員は

社長の ス ケ ジ ュ
ール の 空い て い る時間をみ て 、空

い て い る時間に 営業の 同行を予約す る こ ともで き

る 。

　また 、 担 当専門職の 自宅に も PC が設置 され、

将来は 6 割の 社員が在宅勤務の 計画がある 。
こ の

よ うに 、 同社 の 組織は 、 情報技術が前提 とな っ て

お り、 「組織が 情報技術に 従 っ て い る」例 で あ る

と い え る．

　（3） 富士製薬工 業  の 事例

（i） 会社概要

　 同社は 、1954年 に設 立 された病 院、医院向けの

医薬品 メ ーカ ーで 、大企 業の 進出 し て い ない 性ホ

ル モ ソ 剤に 特化 し、独 自分野を切 り開い て きた 。

そ の 後、副腎皮質 ホ ル モ ン 、抗生物質、診断薬な

ど主 として 産婦人科向け の 製品を製造 ・販売 し、

成長分野 と ニ
ッ チ 分野へ と進出 し、成長 を つ づ け

て い る 。

　現在、年商53億円、経常利益 14億 円、そ して社

員数200名弱 （1993／ 9期）で 、高 い 利益 率を 上

げて い る 。 売上 高研究開発費率は 毎期 5％を 確保

し、研究 開発を重視 して い る 。

　また 、同社は 、95 （平成 7）年 の 店頭上 場に 向

けて 、売上 高70億円、臨時 〔決算）ボ
ー

ナ ス 7 ヶ

月 の 中期計画をた て、3 つ の セ ブ ソ を もじ っ て 「ス

リーセ ブ ソ 作戦」 を展開 して い る 。 そ して、同社

は 、「医薬品を とお し て 社会に 貢献す る 」 こ と と、

「企 業 の 成長 は そ こ に 慟 く人 々 の 成 長 に 比 例す

る」 を 経営理念 と し、個人 目標 と組織 目標 の 統合
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に よ る
一

人ひ と りの 働 きが い の 充足 と組織 目標 の

達成が両立 する 状態 で ある ホ ロ ソ 経営 を 目指 し て

い る 。

（2 ＞ 組織変革の 実態

　同社は 、階層型を廃 し、オ ープ ソ な マ ト リ
ッ

ク

ス 型の フ ラ ッ ト組織 を採用 し て い る。同社 に は も

ともと組織図は ない が、店頭上場 の 準備 に際 して

実態をイ メ ージ 化 した もの が 図 アで あ る。管理部

門を 中心 とする本社 と富 山 工 場、お よ び 全 国 7支

店で 構成 される営業部 門 に よ っ て 成 り立 っ て い る

が 、実際 に 図 の 部や課 に 対応 して 部長 、工 場長、

支店長、課長が い るわ けで は な く、 こ れ らはあ く

ま で も概念図で バ ーチ ャ ル オ ーガ ニ ゼ ーシ
ョ

ン と

い っ て よ く、現実に は リーダ中心 の グ ル ープ に よ

る フ ラ ッ ト な組織で 運 用 され て い る 。

　す なわ ち、同社に は 社長 を 除 い て 肩書が な く、

代わ りに 原則 と して 2年任期 の り一ダ制を核に 全

員参加 の 経 営 を 実 践 して い る 。 社 長 以 下 全 て グ

ル
ープ制で グ ル

ープ リ
ー

ダ会議が 最高意思 決定機

関で
一

部 人事の 問題を除 きこ こ で 決め られ る 。 ま

た、 リーダは グル ープ （組織 図で は 室、課、支店

に 相当す る）単位に 32名が 選 ばれ、 グ ル ープを統

括す るが 、 メ ン バ ーとの 関係 は指示 ・命令関係で

はな く、相談 ・指導の 関係 で ある 。 そ れ は、 リー

ダ と い う職位 に 権限があ る の で は な く、「部下か

ら信頼され て い る分だ けが リ ーダ の 指導力」 とい

う考え に 基づ くもの で 、権威主 義を廃 し、謙虚で、

仕事熱心 で、家庭を 大切に し、自分の 成績 よ りも

メ ン バ ー
の 成績 を優先 する 人 が選ば れ る 。

　また、組織図に あ る マ ネ
ー

ジ ャ
ー

会議 とい うの

は 、 り一ダ と は 別に 選 ばれ る マ ネ
ー

ジ ャ
ー

に よ っ

て 構成 され る もの で 、青年重役制度 に 類似 し、経

営者 と し て の 教育機関 と して 位置づ け られ る。マ

ネ ージ ャ
ーは 、管理職 で は な く中期計画 の 策定や

支店監査 、
一

部人事 の 問題 を担 当す る 。
一
？ ネージ

ャ
ーも任期は 2 年 で 、前任 の マ ネ ージ ャ

ーが り一

ダ の 中か ら投票で 8 名を選 出す る。 マ ネ ージ ャ
ー

会議 は 隔月、 リーダ会議 は 毎月 1 回開催 される。
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図 7　 富士製薬工 業  組 織図 （1993．3．16現 在）

　同社は 、情報 と価値 の 共有を 図るた め に 種 々 の

配慮を行 っ て い る 。 価値観の 共有に つ い て は 、前

述の 経営理念は もとよ り、顧客を 大切に す る こ と、

お よび 品質を優先す る こ と、問題を他人 の 責任 と

考え ず 自分の 問題 とし て 受け止め る仕事 の 姿勢、

あ る い は 素直、プ ラ ス 発想、感謝の 生活と い っ た

人間 と して の 基本的姿勢 な どに つ い て 強制で は な

く、 自然とそ うな る よ うに 様 々 な仕組み や教育を

とお して実施 して い る （天明、 1993）。
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　また 、 情報 の 共有化 に つ い て は 、経営計画 や経

理 内容は もと よ り、 薬の 原価、社 員の 給与、人事

考 課な ど経営情報は全て パ ー ト社員を含む 全社員

に 公開 してお り、権限は 第
一

線に 分権化 し、動態

的な組織運営を行 っ て い る 。
こ れ ら の 情報は 後述

する PC ネ ッ ト ワ ーク を とお して 見る こ とが で ぎる。

　そ し て 、全社員持株制 、 多面的な 人事評価、自

己申告制度、権限 と給与 と地位の 分離が 実施 され

て い る 。 組織図 に あ る ODC （Organization
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黷 売管狸 シ ス テ ム MR 自宅 パ ソ 識 ン通信
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Deveiopment　 Committee：組織活性化委員会）は

昇格、昇給、福利厚生、苦情処理 な ど人事労務制

度に か か わ る全て の 問題を取 り扱い 、 リ ーダ会議

に 付議す る 。 その メ ン バ ー
は 入社 3年 目の 女子社

員を は じめ として 全社的に選 ぼれ る 。

　人事考課は、部下か らの 評価、同僚 との 相互評

価、そ して マ ネ
ージ ャ

ー評価か らな っ て い る。 上

か らの
一

方的な評価で は な い こ の よ うな考課制度

が フ ラ ヅ トな組織の 実現に 大 きな 役割 を果た して

い る とみ て よ い
。

（3） 情報技術活用の 実態

　情報技術は 、 こ の よ うな情報 と価値の 共有化に

よ る マ ト リ ッ ク ス 型 フ ラ ッ ト組織の 運営を 促進す

るイ ン フ ラ と して 用 い られ て い る （図 8 ）。 同社

に は 、全国 7 支店 、約 100名 の 病院 、医院 を回 る

営業 員 （MR ：Medical　Representatives）が お り、

　 　 　 　　 　 　富士製薬工 業（e）ネ ッ トワ
ー

ク （一部 ）

64

全 て PC を装備 して い る。 営業 員 の うち半数は直

行直帰 の 勤務体制を と っ て お り、た とえ ば仙台支

店に 属す る営業員は 東北全域 を 回 っ て お り、支店

に 出勤す るわ けに い か な い 。 そ の た め 、常時 、 支

店に い る の は 管理薬剤士 、 事務員の 2〜3名程度で

あ る 。 営業員は 、 医師に 製品 の 有効性、安全性 、

副作用の ほ か 最新の 医学情報を 適時 に 提供す る 。

彼 らは 、支店 に 出な くと もこ うした仕事を PC ネ

ッ ト ワ ーク を使 っ て 行 っ て い る 。

　 それは 、 PC ネ ッ ト ワ ーク の ニ フ テ ィ サ
ーブ の

中に 開設 した CUG （Close　 User　 Group）の 富士

製薬ネ ッ トで ある 。 電子掲示板、電子 メ
ール 、電

子会議、デ ータ ペ ース 検索 な どに よ り、営業員 へ

の 同時で 正確 な情報伝達は もとよ り、品質、臨床 、

経営デ
ー

タ 検索 な ど に よ り営業活動 の 有力な ツ ー

ル とな っ て い る 。
こ こ で は 、支店は 正 に バ ーチ ャ
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論説
一

情報技術 に よる組織変革

ル オ フ ィ ス の 原型ともい え る 。 こ の ネ ッ ト ワ ーク

導入前は 、 電話や FAX を用い て い たが 、本社か

ら支店 へ 、そ して支店か ら営業員 （直行直帰） へ

の 伝達で は 時間がか か り、情報が 歪曲す る こ とも

多か っ た 。

　 また、 リ ーダ会議を は じめ あらゆ る会議は、W

P や PC で記録が とられ、会議が終了 す る と直ち

に ネ ッ
ト ワ

ー
ク に 登録 され る の で 、全国 どこ か ら

で も見る こ とがで きる 。 そ して 、営業員へ の 連絡

は 、

一一
度の 入 力で 全員 に 同一情報が提供 され る だ

け で な く、営 業員が毎 日 リーダ宛に 送付す る営業

日報 もFAX か ら電子 メ ール に 切 り替わ っ た 。 製

品や 医療に 関 す る情報 は電子会議室の Q ＆ A コ
ー

ナ が使われ、蓄積 された デ ータ は ラ イブ ラ リーに

移 され、必 要 な とぎに い つ で も検索で きる よ うに

な っ て い る 。

　 なお 、ネ ッ ト ワ
ーク は 、仕事、専門知識 、責任、

意思決定、そ の 他 の 共 有化を高め る が 、多くの 場

合に 内部 的 な コ ン フ リ ク トを高め る と い われ る

（Rockart＆ Short、 1991）。 こ の こ とは 、富士製

薬工業 に限 らず事例で と りあげた 各社に 共通的に

み られ る現象で あ る 。 各社 とも、こ の コ ン フ リ ク

トに よる不均衡状態を 積極的に 認め 、時間を かけ

て も コ ミ ュ
ニケ

ー
シ

ョ
ン を行い 、納得さぜ る よ う

に し 、 それ で も解決 しない 場合に は 、相談担 当、

ODC な どに 持ち込む こ とに して い る 。

　また、同社は 、 ISDN を使 っ た デー
タ の 授受

を 行 う基幹系の 販売管理 シ ス テ ム と購買管理 シ ス

テ ム を築い て い るが 、情報 シ ス テ ム 部門も情報 シ

ス テ ム 専任要員 もい ない
。 そ して 、本社で は 3 人

に 2台、営業員は 1 人 1 台の わ りで PC を使 っ て

い る。 こ こ で は 、組織構想が先に あ り、それを実

現す る 阻害要 因を、情報技術を使 っ て 解決 して い

る 。 した が っ て 、 こ こ で も、 情報技術が組織 に 従

っ て い る と い え る。

4． 情報技術 と組 織 の相互浸透

情報技術 と組織 の 相互 関係に つ い て 、 3 つ の タ
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イ ブ が ある こ とを示 し、こ れ ま で 実践例 が少 な い

とみ られた C タ イ プが 中小企業に 出現 して い る こ

とが 分か っ た。そこ で 、 こ こ で は C タ イ プ に 焦点

を 当て て 、大企業 1社 、中小企業 2社の 3 つ の 先

進事例を取 り上 げ、そ の 関係に つ い て言 及 した。

　 こ れ ら 3社 に 共通 し て い る の は つ ぎの 3 点で あ

る 。

　   　 ト ッ プ ダ ウ ソ に よる組織の フ ラ ッ ト化 を実

　　 現 し て い る。表面的 に は ト
ッ

プ ダ ウ ン とは 見

　　 えに くい が 、実質的に は 見えざ る ト ッ
プ ダ ウ

　　 ン が効 い て い る とい え る 。

　   価値 と情報 の 共有化 を 図 り、社員の 自主性

　　　創意 の 尊重 に よ り分権化 し て お り、職場が

　　 活性化 して い る 。

　   　イ ン フ ラ と して の デ ータ ベ ー
ス と通信 ネ ッ

　　 ト ワ
ー

ク が確立 して お り、 コ ミ ュニ ケ
ー

シ
ョ

　　 ン の 円滑化を 支え て い る。

　 また 、
一

般 に 中小企業 は 大企業 に 比 べ て 、情報

化が 遅 れ て い る とみ られ る が 、経営者が 明確 な経

営 ビ ジ ョ
ン を持 っ て 、 ト ッ プ ダ ウ ン で 情報 シ ス テ

ム 開発を図る とき、短期間 で 思 い 切 っ た コ ン セ プ

トを 実現で きる。前述 の 2 つ の 事例は 、 ト ッ
プ の

指導性 と組織 の 機動性 とい う中小企 業の 強み が 発

揮 され た 極め て 数 少な い ケ ー ス で あ る 。

　情報技術を駆使 した ネ ッ ト ワ ー ク 組織は 、企 業

が 大 ぎく複雑 に な っ て も、小企 業的 な反応性を保

つ こ とが で きる。言 い 換 え る と、情報技術を設計

要素 に 加 え る こ とに よ っ て 、規模、複雑性を 超越

し、反 応 性 を 高め られ る か もし れ な い （Scott

Morton、 1991）。 しか し 、今 の と こ ろ、そ れ に 当

て は ま る大企 業は ほ と ん どな い と み られ る 。 した

が っ て 、今後、環境変化が 加速す る時代に あ っ て 、

大企業ほ ど、情報技 術を 使 っ た 組織変革が 求め ら

れ よ う。

　今後、情報技術 と組織 との 関係は 、ある ス テ ー

ジ で は 情報技術が独立変数で 組織が 従属変数で あ

るが 、つ ぎの ス テ ージ で は 組織が 独立 変数で 情報

技術 が従属変数 に な る と い う具合に 、両者 は ス パ
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イ ラ ル な関係に な っ て ダイ ナ ミ ッ ク に発展 して い

くとみ られ る 。 将来、情報技術 と組織の 相互浸透

が深 ま り、両者が一
体化 して い くと、組織再編成

案を作る ときに は 、情報技術の 考慮 な くして は 作

れ な くな る とと もに 、逆 に 情報 シ ス テ ム の 開発 を

行 う ときに は 組織再編成 を考慮 しなければ な らな

くな っ て い く とみ られ る 。 そ の よ うに なる と前述

の B と C の タ イ プ の 識別は次第に 困難に な っ て い

くと思わ れる。
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